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○墨田区重度障害者（児）日常生活用具給付等要綱 

昭和６１年１２月８日 

６１墨厚障第４２９号 

改正 昭和６２年８月５日６２墨厚障第２６６号 

昭和６３年１１月１日６３墨厚障第４９８号 

平成元年８月１９日１墨厚障第３８３号 

平成２年１２月１０日２墨厚障第３４８号 

平成４年５月２７日４墨厚障第１―２号 

平成４年８月１１日４墨厚障第３３３号 

平成４年１０月７日４墨厚障第３４１号 

平成５年８月１３日５墨厚障第３９０号 

平成６年３月２４日６墨厚障第９８５号 

平成６年１２月２７日６墨厚障第６３６号 

平成７年２月９日６墨厚障第７２７号 

平成７年３月２７日６墨厚障第１０３４号 

平成８年１２月１９日８墨厚障第６２７号 

平成１０年１月６日９墨厚障第８９５号 

平成１０年６月３０日１０墨厚障第４８１号 

平成１０年１２月２１日１０墨厚障第８４７号 

平成１１年３月２５日１０墨厚障第１０１９号 

平成１２年１月２６日１１墨厚障第８９２号 

平成１２年１０月３日１２墨福障第５７５号 

平成１３年３月３０日１２墨福障第１０７８号 

平成１４年３月１日１３墨福障第１０２２号 

平成１４年６月２７日１４墨福障第３０９号 

平成１５年１月３１日１４墨福障第９４７号 

平成１５年６月２０日１５墨福障第４２７号 
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平成１５年６月３０日１４墨福障第１４６号 

平成１６年３月３１日１５墨福障第１１２８号 

平成１７年６月３日１７墨福障第３１０号 

平成１８年９月２９日１８墨福障第８３０号 

平成２０年４月１日２０墨福障第１６４０号 

平成２１年３月３１日２０墨福障第１７８５号 

平成２２年２月１１日２１墨福障第２１９０号 

平成２３年４月１日２２墨福障第１８５６号 

平成２５年３月２８日２４墨福障第２３３０号 

平成２６年３月３１日２５墨福障第２２２８号 

平成２８年３月２日２７墨福障第２０８８号 

平成２９年３月１日２８墨福障第２０３７号 

墨田区重度心身障害者（児）日常生活用具及び設備改善費給付等要綱（昭和５５年

２月１日５５墨祉発第１２号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 重度障害者（児）日常生活用具給付等事業（以下「事業」という。）は、在

宅の重度の身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者並びに障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以

下「法」という。）第４条第１項に規定する治療方法が確立していない疾病その他

の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める

程度である者であって１８歳以上であるもの及び同等の程度である者であって１８

歳未満のもの（以下「難病患者等」という。）に対し、浴槽等の日常生活用具（以

下「用具」という。）の給付又は貸与（以下「給付等」という。）を行い、もって

当該身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者及び難病患者等の日常生活

を容易なものとするほか、視覚障害者に対し、点字図書の給付を行い、もって当該

視覚障害者の点字による情報の入手を容易なものとすることを目的とする。 

（用具の給付等の委託） 
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第２条 用具の給付等は業者に委託して行うものとし、点字図書の給付は給付を受け

る者が別表３に掲げる点字図書出版施設（以下「出版施設」という。）から購入す

る方法により行うものとする。 

（用具等の種目、及び給付等の対象者） 

第３条 用具等の種目及び給付、又は貸与の区分は、別表１及び別表２の種目欄及び

区分欄に掲げるとおりとし、その対象者は、それぞれ当該各表の対象者欄に掲げる

身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者及び難病患者等（区内に居住す

る者に限る。）とする。ただし、法第７６条第１項に基づく障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）第４３

条の２第１項及び第２項に定める者は、助成の対象者から除くものとする。 

（用具の給付等） 

第４条 用具の給付等又は点字図書の給付は、対象者からの申請に基づき行う。 

２ 給付対象者又はその扶養義務者は、次の各号に定めるところにより自己負担額を

支払うものとする。 

（１） 用具の給付にあっては、給付対象者の年齢その他の条件に応じて、墨田区

重度障害者（児）日常生活用具給付等実施要領（昭和６１年１２月８日６１墨厚

障第４２９号）に定める額 

（２） 点字図書にあっては、一般図書（当該点字図書の原書となった墨字図書を

いう。）の購入相当額 

３ 用具の貸与は無償とし、貸与期間は、貸与を受けた者が障害者支援施設等への入

所その他の事情により当該用具を必要としなくなるまでの期間とする。 

（給付等用具の管理） 

第５条 用具の給付等を受けた者及びその扶養義務者は、当該用具を給付等の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

２ 前項の規定に反した者に対しては、改善命令を行うこととする。 

３ 前項の命令に従わない者に対しては、当該給付に要した費用の全部若しくは一部

を返還させ、又は貸与用具を直ちに返還させることができる。 
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（費用の請求） 

第６条 用具を納入した委託業者又は点字図書を納入した出版施設が区長に請求する

ことができる額は、それぞれ次の各号に定めるところによる。 

（１） 用具にあっては、当該用具ごとに別表に掲げる基準額（当該用具の額が基

準額に満たない場合は、当該用具の額）から第４条第２項により支払った額を控

除した額 

（２） 点字図書にあっては、当該点字図書の価格から自己負担額を控除した額 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、事業に関し必要な事項は、区長が定める。 

付 則 

１ この要綱は、昭和６１年４月１日から適用する。 

２ この要綱の適用の際、墨田区重度心身障害者（児）日常生活用具及び設備改善費

給付等要綱（昭和５５年２月１日５５墨祉発第１２号）の規定により既に行った日

常生活用具の給付等に係る手続その他の行為は、この要綱の規定によって行ったも

のとみなす。 

付 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から適用する。 

別表１ 

種目 区分 対象者 性能等 基準額 耐用年

数 

浴槽（湯沸器を含

む。） 

給付 原則として学齢

児以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、下肢又は体幹

浴槽は実用水量

１５０リットル

以上のもの 

湯沸器は水温２

５℃上昇させた

１４１，２００

円

浴槽 ５８，３

００円 

湯沸器 １０

８年 
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に係る障害の程

度が１級又は２

級のもの 

とき毎分１０リ

ットル以上給湯

でき、安全性につ

いて配慮され、浴

槽の性能に応じ

たもの 

４，９００円 

入浴担架 〃 原則として３歳

以上の身体障害

者手帳の交付を

受けた者（児）で、

下肢又は体幹に

係る障害の程度

が１級又は２級

のもの（入浴に当

たつて、家族等他

人の介助を要す

る者に限る。） 

障害者（児）を担

架に乗せたまま

リフト装置によ

り入浴させるも

の 

洋式 ８２，４

００円 

和式 １３３，

９００円 

５年 

入浴補助用具 〃 (１) 原則とし

て３歳以上の

身体障害者手

帳の交付を受

けた者（児）で、

下肢又は体幹

に係る障害を

有し、かつ、入

浴時に介助を

必要とするも

入浴時の移動、座

位の保持、浴槽へ

の入水等を補助

でき、障害者（児）

及び難病患者等

又は介護者が容

易に使用し得る

もの 

９０，０００円８年 
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の 

(２) 難病患者

等で、入浴に介

助を要するも

の 

T字杖・棒状のつえ〃 (１) 身体障害

者手帳の交付

を受けた者

（児）で、下肢

又は体幹に係

る障害を有す

る者又は精神

障害者で、服用

している薬の

副作用等によ

り、通常の歩行

が困難な者 

(２) 身体障害

者手帳の交付

を受けた者

（児）で、重度

の内部障害に

より、通常の歩

行が困難な者 

(１) 木材で十

分な強度を有

し、外装はニス

塗装とする。 

(１) ３，５０

０円 

３年 

(２) 主体は軽

金属とし、塗装

がないもの 

(２) ４，００

０円 

多点杖 〃 精神障害者で、服

用している薬等

の副作用等によ

つえの下部に三

本以上の脚を有

するものとし、主

１０，５００円４年 
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り、正常の歩行が

困難な者 

体は軽金属で塗

装がないもの 

移動・移乗支援用

具 

〃 (１) 原則とし

て３歳以上の

身体障害者手

帳の交付を受

けた者（児）で、

平衡機能又は

下肢若しくは

体幹に係る障

害を有し、か

つ、家庭内の移

動等において

介助を必要と

するもの 

(２) 難病患者

等で、下肢が不

自由なもの 

転倒予防、立ち上

がり動作補助、移

乗動作の補助、段

差解消等の性能

を有する手すり、

スロープ等であ

って、必要な強度

と安定性を有す

るもの 

６０，０００円８年 

便器 〃 (１) 原則とし

て学齢児以上

の身体障害者

手帳の交付を

受けた者（児）

で、下肢又は体

幹に係る障害

の程度が１級

又は２級のも

障害者（児）が容

易に使用し得る

もの 

１６，５００円８年 
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の 

(２) 難病患者

等で、常時介護

を要するもの 

特殊便器 〃 (１) 原則とし

て学齢児以上

の知的障害者

（児）で、障害

の程度が最重

度又は重度の

もの 

(２) 原則とし

て学齢児以上

の身体障害者

手帳の交付を

受けた者（児）

で、上肢に係る

障害の程度が

１級又は２級

のもの 

(３) 難病患者

等で、上肢に障

害のあるもの 

温水温風を出し

得るもの又は障

害者（児）及び難

病患者等を介護

している者が容

易に使用し得る

もので温水温風

を出し得るもの 

１５１，２００

円

８年 

特殊マット 〃 (１) 原則とし

て３歳以上の

知的障害者

（児）で、障害

褥瘡の防止又は

失禁等による汚

染若しくは損耗

を防止するため

３６，３００円５年 
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の程度が最重

度又は重度の

もの 

(２) 原則とし

て３歳以上１

８歳未満の身

体障害者手帳

の交付を受け

た児童で、下肢

又は体幹に係

る障害の程度

が１級又は２

級のもの 

(３) １８歳以

上の身体障害

者手帳の交付

を受けた者で、

下肢又は体幹

に係る障害の

程度が１級の

もの（常時介護

を要する者に

限る。） 

(４) 難病患者

等で、寝たきり

の状態にある

もの 

マット（寝具）に

ビニール等加工

をしたもの 
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頭部保護帽 〃 (１) 身体障害

者（児）で、平

衡機能又は下

肢もしくは体

幹に障害があ

る者 

転倒の衝撃から

頭部を保護でき

るもの 

(１) １２，１

６０円 

（レディメー

ド） 

３年 

(２) 知的障害

者（児）で、て

んかんの発作

等により頻繁

に転倒するも

の 

(２) ３６，７

５０円 

（オーダーメ

ード） 

(３) 精神障害

者で、服用して

いる薬等の副

作用等により、

通常の歩行が

困難な者 

  

(４) １８歳未

満の難病患者

等で、発作等に

より頻繁に転

倒するもの 

 

訓練椅子 〃 原則として３歳

以上１８歳未満

の身体障害者手

帳の交付を受け

原則として付属

のテーブルを付

けるものとする。

３３，１００円５年 
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た児童で、下肢又

は体幹に係る障

害の程度が１級

又は２級のもの 

携帯用会話補助装

置 

〃 原則として学齢

児以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、音声機能若し

くは言語機能障

害者（児）又は肢

体不自由者（児）

で音声言語の著

しい障害を有す

るもの 

携帯式でことば

を音声又は文章

に変換する機能

を有し、障害者

（児）が容易に使

用し得るもの 

２８５，０００

円

タブレット端

末用アプリは

３１，２００円

５年 

情報・通信支援用

具 

〃 (１) 原則とし

て学齢児以上

の身体障害者

手帳の交付を

受けた者（児）

で、上肢に障害

があり、一般の

機器では操作

が困難なもの 

(２) 原則とし

て学齢児以上

の身体障害者

パソコンを操作

する時に必要と

する 

(１) 大型キー

ボード、ジョイ

スティック等

の入力機器（上

肢障害者） 

(２) 画面拡大

ソフト等（視覚

障害者） 

(３) ワンセグ

(１) １００，

０００円 

(２) １００，

０００円 

(３) ２９，０

００円 

５年 
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手帳の交付を

受けた者（児）

で、視覚障害が

あり、パソコン

を使用するこ

とで社会参加

が見込まれる

もの 

(３) 身体障害

者手帳の交付

を受けた者

（児）で、視覚

障害の程度が

１級又は２級

のもの 

ラジオ（「点字

表記」又は音声

ガイド機能の

あるもの） 

点字ディスプレイ 〃 １８歳以上の視

覚障害及び聴覚

障害の重度重複

障害者（原則とし

て視覚障害２級

以上かつ聴覚障

害２級）又は視覚

障害２級以上で、

必要と認められ

るもの 

文字等のコンピ

ューターの画面

情報を点字等に

より示すことが

できるもの 

３８３，５００

円

６年 

活字文書読上げ装

置 

〃 原則として学齢

児以上の身体障

(１) 文字情報

と同一紙面上

９９，８００円６年 



13/37 

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、視覚障害の程

度が１級又は２

級のもの 

に記載された

当該文字情報

を暗号化した

情報を読み取

り、音声信号に

変換して出力

する機能を有

するもので、視

覚障害者（児）

が容易に使用

し得るもの 

(２) ICタグ等

にあらかじめ

情報を入力し

対象物等に取

り付け、当該IC

タグ等の読み

取り装置をIC

タグ等に近づ

けることでそ

の情報を音声

変換して出力

する機能を有

するもの 

火災警報器 〃 (１) 身体障害

者手帳の交付

を受けた者

室内の火災を煙

又は熱により感

知し、音又は、光

３１，０００円８年 
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（児）で、その

障害の程度が

１級又は２級

のもの 

(２) 知的障害

者（児）で、障

害の程度が最

重度又は重度

のもの（(１)・

(２)のいずれ

も、火災発生の

感知及び避難

が著しく困難

な障害者のみ

の世帯及びこ

れに準ずる世

帯に限る。） 

を発し屋外にも

警報ブザーで知

らせ得るもの 

自動消火装置 〃 (１) 身体障害

者手帳の交付

を受けた者

（児）で、その

障害の程度が

１級又は２級

のもの 

(２) 知的障害

者（児）で、障

害の程度が最

室内温度の異常

上昇又は炎の接

触で自動的に消

火液を噴射し初

期火災を消火し

得るもの 

２８，７００円８年 
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重度又は重度

のもの 

(３) １８歳以

上の難病患者

等

（(１)(２)(３

)のいずれも、

火災発生の感

知及び避難が

著しく困難な

難病患者等の

みの世帯及び

これに準ずる

世帯に限る。）

特殊寝台 〃 (１) 原則とし

て学齢児以上

の身体障害者

手帳の交付を

受けた者（児）

で、下肢又は体

幹に係る障害

の程度が１級

又は２級のも

の 

(２) 難病患者

等で、寝たきり

の状態にある

腕又は脚の訓練

のできる器具を

付帯し、原則とし

て使用者の頭部

又は脚部の傾斜

角度を個別に調

整できる機能を

有するもの 

１６２，８００

円

８年 
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もの 

移動用リフト 〃 (１) 原則とし

て３歳以上の

身体障害者手

帳の交付を受

けた者（児）で、

下肢又は体幹

に係る障害の

程度が１級又

は２級のもの 

(２) １８歳以

上の難病患者

等で、下肢又は

体幹機能に障

害のあるもの 

障害者（児）及び

難病患者等を移

動させるに当た

って、介護者が容

易に使用し得る

もの（ただし、天

井走行型その他

住宅改造を伴う

ものを除く。） 

２５７，５００

円

４年 

体位変換器 〃 (１) 原則とし

て学齢児以上の

身体障害者手帳

の交付を受けた

者（児）で、下肢

又は体幹に係る

障害の程度が１

級又は２級のも

の（下着交換等に

当たって、家族等

他人の介護を必

要とする者に限

介護者が障害者

（児）及び難病患

者等の体位を変

換させるのに容

易に使用し得る

もの 

１５，０００円５年 
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る。） 

(２) 難病患者

等で、寝たきり

の状態にある

もの 

特殊尿器 〃 (１) 原則とし

て学齢児以上

の身体障害者

手帳の交付を

受けた者（児）

で、下肢又は体

幹に係る障害

の程度が１級

のもの（常時介

護を必要する

者に限る。） 

(２) 難病患者

等で、自力で排

尿できないも

の 

尿が自動的に吸

引されるもので、

障害者（児）及び

難病患者等又は

介護者が容易に

使用し得るもの 

１５４，５００

円

５年 

視覚障害者用ポー

タブルレコーダー 

〃 原則として学齢

児以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、視覚障害の程

度が１級又は２

級のもの 

(１) 音声によ

り操作ボタン

が知覚又は認

識でき、かつ、

DAISY方式によ

る録音並びに

当該方式によ

(１) ８５，０

００円 

６年 
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り記録された

図書の再生が

可能な製品で

あって、視覚障

害者（児）が容

易に使用し得

るもの 

(２) 音声等に

より操作ボタ

ンが知覚又は

認識でき、か

つ、DAISY方式

により記録さ

れた図書の再

生が可能な製

品であって、視

覚障害者（児）

が容易に使用

し得るもの 

(２) ４８，０

００円 

時計 〃 １８歳以上の身

体障害者手帳の

交付を受けた者

で、視覚障害の程

度が１級又は２

級のもの 

視覚障害者が容

易に使用し得る

もの 

１２，０００円

音声時計は１

６，０００円 

５年 

点字器（標準型） 〃 原則として学齢

児以上の身体障

(１) ３２マス

１８行、両面書

(１) １０，７

１２円 

７年 



19/37 

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、視覚障害を有

するもの 

真鍮板製 

(２) ３２マス

１８行、両面書

プラスチック

ス製 

(２) ６，７９

８円 

点字器（携帯用） 〃 原則として学齢

児以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、視覚障害を有

するもの 

(１) ３２マス

４行片面書 

アルミニウム

製 

(１) ７，４１

６円 

５年 

(２) ３２マス

１２行片面書 

プラスチック

製 

(２) １，６９

９円 

点字タイプライタ

ー 

〃 原則として学齢

児以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、視覚障害に係

る障害の程度が

１級又は２級の

もの（本人が就労

若しくは就学し

ているか又は就

労が見込まれて

いる者に限る。）

容易に操作でき

るもの 

６３，１００円５年 

視覚障害者用拡大

読書器 

〃 原則として学齢

児以上の身体障

(１) 画像入力

装置を読みた

１９８，０００

円

８年 
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害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、本装置により

文字等を読むこ

とが可能になる

もの 

いもの（印刷物

等）の上におく

ことで、簡単に

拡大された画

像（文字等）を

モニターに写

しだせるもの 

(２) 印刷物を

音声で読み上

げることで、読

書と同じ効果

があるもの 

音響案内装置 〃 原則として学齢

児以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、視覚障害に係

る障害の程度が

１級又は２級の

もの（２級の者

は、送信機のみに

限る。） 

視覚障害者（児）

が容易に使用し

得るもの 

送信機は、歩行時

間延長信号機用

小型送信機とす

る。 

１級 ５１，０

００円 

２級 ７，００

０円 

１０年 

音声式体温計 〃 原則として学齢

児以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、視覚障害に係

視覚障害者（児）

が容易に使用し

得るもの 

９，０００円５年 
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る障害の程度が

１級又は２級の

もの（視覚障害者

のみの世帯及び

これに準ずる世

帯に限る。） 

体重計 〃 １８歳以上の身

体障害者手帳の

交付を受けた者

で、視覚障害に係

る障害の程度が

１級又は２級の

もの（視覚障害者

のみの世帯及び

これに準ずる世

帯に限る。） 

視覚障害者が容

易に使用し得る

もの 

１８，０００円５年 

電磁調理器 〃 (１) １８歳以

上の身体障害

者手帳の交付

を受けた者で、

視覚障害に係

る障害の程度

が１級又は２

級のもの 

(２) １８歳以

上の身体障害

者手帳の交付

障害者が容易に

使用し得るもの 

４１，０００円６年 
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を受けた者で、

上肢に係る障

害の程度が１

級又は２級の

もの 

(３) １８歳以

上の身体障害

者手帳の交付

を受けた者で、

下肢又は体幹

に係る障害の

程度が１級の

もの（(１)・

(２)・(３)のい

ずれも、障害者

のみの世帯及

びこれに準ず

る世帯に限

る。） 

(４) １８歳以

上の知的障害

者で、障害の程

度が最重度又

は重度のもの 

(５) １８歳以

上の身体障害

者手帳を受け
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た者で、呼吸器

機能障害の程

度が３級以上

のもので在宅

酸素を使用し

ているため、ガ

ス調理器具を

利用すること

ができないも

の 

屋内信号装置 〃 １８歳以上の身

体障害者手帳の

交付を受けた者

で、聴覚障害に係

る障害の程度が

２級のもの（聴覚

障害者のみの世

帯及びこれに準

ずる世帯で日常

生活上必要と認

められる世帯に

限る。） 

音、音声等を視

覚、触覚等により

知覚できるもの 

８７，４００円１０年 

聴覚障害者用通信

装置 

〃 原則として学齢

児以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、聴覚又は音

一般の電話に接

続することがで

き、音声の代わり

に、文字等により

通信が可能な機

テレビ電話 

７１，０００円

FAX ４２，０

００円 

５年 
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声、言語機能に著

しい障害を有す

る者で、コミュニ

ケーション、緊急

連絡等の手段と

して認められる

もの 

器であり、障害者

（児）が容易に使

用し得るもの 

人工喉頭 〃 喉頭を摘出し、音

声・言語機能障害

に係る身体障害

者手帳の交付を

受けた者（埋込型

用人工鼻につい

ては、常時埋込型

の人工喉頭を使

用する者に限

る。） 

(１) 笛式 

呼気によりゴム

等の膜を振動さ

せ、ビニール等の

管を通じて音源

を口腔内に導き

構音化するもの 

５，１５０円

（気管カニュ

ーレ付の場合

にあっては、

８，３４３円と

する。） 

４年 

(２) 電動式 

顎下部等にあて

た電動板を振動

させ、経皮式に音

源を口腔内に導

き構音化するも

の 

７２，２０３円５年 

(３) 埋込型用

人工鼻 

２３，７６０円 

情報受信装置 〃 聴覚障害者（児）

で、本装置により

テレビの視聴が

可能になるもの 

字幕及び手話通

訳付きの聴覚障

害者（児）用番組

並びにテレビ番

８８，９００円６年 
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組に字幕及び手

話通訳の映像を

合成したものを

画面に出力する

機能を有し、か

つ、災害時の聴覚

障害者（児）向け

緊急信号を受信

するもので、聴覚

障害者（児）が容

易に使用し得る

もの 

会議用拡聴器 〃 原則として学齢

児以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、聴覚障害に係

る障害の程度が

４級以上のもの 

障害者が容易に

使用し得るもの 

３８，２００円６年 

ガス安全システム 〃 (１) １８歳以

上の身体障害

者手帳の交付

を受けた者で、

咽頭摘出等に

より臭覚機能

を喪失したも

の（咽頭摘出等

警報器からの遮

断信号、ガスの異

常使用、地震時等

にガスを自動的

に遮断できるも

の 

４２，２００円８年 
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により臭覚機

能を喪失した

者のみの世帯

及びこれに準

ずる世帯に限

る。） 

(２) １８歳以

上の身体障害

者手帳の交付

を受けた者で、

下肢又は体幹

に係る障害の

程度が１級の

もの（障害者の

みの世帯及び

これに準ずる

世帯に限る。）

酸素吸入装置 〃 おおむね１８歳

以上の身体障害

者手帳の交付を

受けた者で、呼吸

器機能に係る障

害の程度が原則

として３級以上

のもの（医療保険

その他の制度に

よる在宅酸素療

酸素ボンベ、スタ

ンド及び吸入マ

スクを一体とす

るもの 

４６，４００円１０年 
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法に該当しない

者で、医師によ

り、酸素吸入装置

の使用を認めら

れたものに限

る。） 

酸素ボンベ運搬車 〃 おおむね１８歳

以上の身体障害

者手帳の交付を

受けた者で、呼吸

器機能に係る障

害の程度が原則

として３級以上

のもの（医療保険

その他の制度に

よる在宅酸素療

法を受けている

者及び本制度に

よる酸素吸入装

置の給付を受け

たものに限る。）

障害者が容易に

使用し得るもの 

１７，０００円１０年 

ネブライザー（吸

入器） 

〃 (１) 身体障害

者手帳の交付

を受けた者

（児）で、呼吸

器機能障害の

程度が３級以

障害者（児）及び

難病患者等が容

易に使用し得る

もの 

３６，０００円５年 
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上のもの又は

同程度の身体

障害者（児）で

必要と認めら

れるもの 

(２) 難病患者

等で、呼吸器機

能に障害のあ

るもの 

たん吸引器 〃 上記に同じ 上記に同じ 

(１) 電気式 

(２) 手動式 

５６，４００円５年 

空気清浄器 〃 １８歳以上の身

体障害者手帳の

交付を受けた者

で、呼吸機能に係

る障害の程度が

３級以上のもの 

障害者が容易に

使用し得るもの 

３３，８００円６年 

透析液加温器 〃 原則として３歳

以上の身体障害

者手帳の交付を

受けた者（児）で、

人工透析を必要

とするもの（自己

連続携行式腹膜

灌流患者に限

る。） 

自己連続携行式

腹膜灌流療法に

よる人工透析に

使用する加温器

で、透析液６本を

同時に適温に加

温し、かつ、保温

できるもの 

７２，１００円５年 
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ルームクーラー 〃 １８歳以上の身

体障害者手帳の

交付を受けた者

で、頸髄損傷等に

より体温調節機

能を喪失したも

の（体温調節機能

を喪失している

旨の医師の診断

書又は意見書を

添付すること。）

障害者が容易に

使用し得るもの 

１７２，１００

円

６年 

フラッシュベル 給付 原則として学齢

児以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、聴覚又は音

声、言語機能に係

る障害の程度が

３級以上のもの 

障害者（児）が容

易に使用し得る

もの 

１２，４００円１０年 

携帯用信号装置 〃 原則として学齢

児以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者（児）

で、聴覚又は音声

言語機能に係る

障害の程度が３

級以上のもの 

送信機による合

図が視覚触覚等

により知覚でき

るもの 

２０，２００円６年 
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ストーマ用装具 〃 (１) 身体障害

者手帳の交付

を受けた者

（児）で、直

腸・小腸機能障

害等により、人

工肛門を設け

排泄を行う者 

  (１) 消化器

系 

８，８５８円

  

(２) 身体障害

者手帳の交付

を受けた者

（児）で、膀胱

機能障害等に

より、人工膀胱

を設け排泄を

行う者 

  (２) 尿路系 

１１，６３９円

紙おむつ等 〃 原則として３歳

以上の身体障害

者（児）で、次の

いずれかに該当

し、紙おむつ等の

用具類を必要と

するもの 

(１) 脳性麻痺

等脳原性運動

機能障害等に

より、排尿若し

  １２，０００円  
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くは排便の意

思表示が困難

なもの 

(２) ストマの

著しい変形若

しくはストマ

周辺の著しい

皮膚のびらん

のため、ストマ

用装具を装着

することがで

きないもの 

(３) 二分脊椎

による排尿機

能障害又は排

便機能障害の

あるもの 

収尿器（男子用） 〃 脊髄損傷等によ

る身体障害者

（児） 

採尿器と蓄尿袋

で構成し、尿の逆

流防止装置をつ

けるもので、ラテ

ックス製又はゴ

ム製 

(１) 普通型 

(２) 簡易型 

(１) 普通型 

７，９３１円

(２) 簡易型 

５，８７１円

１年 

収尿器（女子用） 〃 脊髄損傷等によ

る身体障害者

(１) 普通型 

耐久性ゴム製採

(１) 普通型 

８，７５５円

１年 
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（児） 尿袋を有するも

の 

(２) 簡易型 

ポリエチレン製

の採尿袋導尿ゴ

ム管付 

(２) 簡易型 

６，０７７円

住宅設備小規模改

修 

〃 (１) 学齢児以

上６５歳未満

で、下肢又は体

幹に係る障害

の程度が３級

以上の者 

(２) 補装具と

して車いすの

交付を受けた

内部障害者（た

だし、特殊便器

への取替えに

ついては上肢

障害２級以上

の者） 

(３) １８歳以

上の難病患者

等で、下肢又は

体幹機能に障

害のあるもの 

  ２００，０００

円

  

電磁波防護服 〃 身体障害者手帳 ペースメーカー ２０，０００円２年 
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の交付を受けた

者（児）で、心臓

機能障害の程度

が１級で、ペース

メーカー等を装

着しているもの 

等の不適切作動

を防止する効果

があるもの 

カーシート 〃 原則として１８

歳以上の身体障

害者手帳の交付

を受けた者で、肢

体不自由又は体

幹に係る障害の

程度が１級又は

２級で、座位の保

てないもの 

自動車内で専用

に使用し、障害者

の座位を保持で

きるもので、自動

車のシートに確

実に固定できる

もの 

５０，０００円３年 

動脈血中酸素飽和

測定器（パルスオ

キシメーター） 

〃 (１) 身体障害

者手帳の交付

を受けた者

（児）で呼吸器

機能障害の程

度が３級以上

のもの又は同

等の身体障害

者（児）で必要

と認められた

もの 

(２) 難病患者

呼吸状態を継続

的にモニタリン

グすることが可

能な機能を有し、

難病患者等が容

易に使用しうる

もの 

１５７，５００

円

５年 
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等で、人工呼吸

器の装着が必

要なもの 

・本表の各種目別の基準額は、最高限度額を示したものであること。 

別表２ 

種目 区分 対象者 対象点字図書 給付基準 

点字図

書 

給付 主に、情報の入手

を点字によってい

る視覚障害者（児）

月刊や週刊等で

発行される雑誌を

除く点字図書 

年間６タイトル又は２４巻を

限度とする。 

ただし、辞書等で１タイトル

が２４巻を超える場合は、全巻

一括給付することができる。 

この場合、同一年度内におい

て他の点字図書の給付はしない

ものとする。 

別表３ 

点字図書給付対象出版施設名簿 

No. 施設名等 住所 電話番号 

１ 株式会社 

アイフレンズ 

点字情報サービス 

大阪府大阪市此花区西九条５―

４―４ 

０６―６４６２―

１５９４ 

２ 社会福祉法人 

石川県視覚障害者協会 

石川県視覚障害者情報文化

センター 

石川県金沢市芳斉１―１５―２

６ 

０７６―２２２―

８７８１ 

３ 社会福祉法人桜雲会 

桜雲会点字出版部 

東京都新宿区高田馬場４―１１

―１４ 

藤和シティーホームズ高田馬場

０３―５３３７―

７８６６ 
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１０２ 

４ 社会福祉法人 

岡山ライトハウス 

岡山ライトハウス点字出版

所 

岡山県岡山市今１―７―２５ ０８６―２４１―

４２２６ 

５ 柿本点字出版所 奈良県大和郡山市北郡山町８７

―４ 

０７４３―５３―

５６５９ 

６ 社会福祉法人ぶどうの木 

ロゴス点字図書館出版部 

東京都江東区潮見２―１０―１

０ 

日本カトリック会館 

０３―５６３２―

４４２８ 

７ 社会福祉法人光友会 

神奈川ワークショップ 

神奈川県藤沢市獺郷１００８ ０４６６―４８―

１５００ 

８ 社会福祉法人 

京都ライトハウス 

京都ライトハウス点字出版

部 

京都府京都市北区紫野花ノ坊町

１１ 

０７５―４６６―

２２６８ 

９ 社会福祉法人 

佐賀ライトハウス 

佐賀ライトハウス六星館 

佐賀県佐賀市天神１―４―１６ ０９５２―２９―

６６２１ 

１０ 社会福祉法人 

雑草福祉会 

埼玉県東松山市上野本２１８３ ０４９３―２３―

８９８９ 

１１ 財団法人すこやか食生活協

会 

東京都港区東麻布１―３―８ 

八束ビル 

０３―３５８３―

９３９５ 

１２ 社会福祉法人 

信愛福祉協会 

信愛福祉協会点字出版部 

東京都世田谷区喜多見９―６―

２ 

０３―３４８９―

４０４９ 

１３ 点字民報社 大阪府大阪市住吉区苅田５―１０６―６６９７―
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―２２ 

ポポロあびこビル 

９０５３ 

１４ 宗教法人 

天理教点字文庫 

奈良県天理市三島町２７１ ０７４３―６３―

１５１１ 

１５ 社会福祉法人 

東京点字出版所 

東京都三鷹市下連雀３―３２―

１０ 

０４２２―４８―

２２２１ 

１６ 社会福祉法人 

東京光の家 

光の家栄光園 

東京都日野市旭が丘１―１７―

１７ 

０４２―５８１―

２３４０ 

１７ 社会福祉法人 

東京へレン・ケラー協会 

東京ヘレン・ケラー協会点字

出版所 

東京都新宿区大久保３―１４―

４ 

毎日新聞社早稲田別館内 

０３―３２００―

１３１０ 

１８ 社会福祉法人 

名古屋ライトハウス 

名古屋盲人情報文化センタ

ー 

愛知県名古屋市港区港陽１―１

―６５ 

０５２―６５４―

４５２１ 

１９ 日本漢点字協会 大阪府吹田市青山台３―４１―

９ 

０６―６８３１―

４５６５ 

２０ 社会福祉法人 

日本点字図書館 

日本点字図書館図書制作部

点字製作課 

東京都新宿区高田馬場１―２３

―４ 

０３―３２０９―

０６７１ 

２１ 社会福祉法人 

日本盲人会連合 

日本盲人会連合点字出版所 

東京都新宿区高田馬場１―１０

―３３ 

０３―３２００―

００１１ 

２２ 視覚障害者支援総合センタ 東京都杉並区上萩 ０３―５３１０―
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ー ２―３７―１０Keiビル ５０５１ 

２３ 社会福祉法人 

日本ライトハウス 

日本ライトハウス点字情報

技術センター 

大阪府東大阪市森河内西 

２―１４―３４ 

０６―６７８４―

４４１４ 

２４ 平井点字社 香川県高松市宮脇町２―７―２

２ 

０８７―８６１―

４８９７ 

２５ 毎日新聞社点字毎日部 大阪府大阪市北区梅田３―４―

５ 

０６―６３４６―

８３８６ 

２６ 六点漢字協会 東京都練馬区中村３―３７―１

３ 

０３―３９９８―

４９３６ 

２７ 有限会社オフィスリエゾン 京都府城陽市寺田市ノ久保２―

６３ 

０７７４―５６―

３９０７ 

２８ 有限会社リブート 埼玉県鳩ヶ谷市桜町５―５―３ ０４８―２８８―

０８９９ 

２９ エスケービー 愛知県岩倉市宮前町２―６３ ０５８７―６６―

７６６２ 

３０ 点字印刷出版 雑草の会 東京都荒川区西尾久１―３―８ ０３―３８１０―

１２４１ 

３１ 広島ブレイルセンター 広島県広島市安佐南区大塚西 

３―３―４５―１００６ 

０８２―８４８―

９３５１ 
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○墨田区重度障害者（児）日常生活用具給付等実施要領 

昭和６１年１２月８日 

６１墨厚障第４２９号 

改正 昭和６２年８月５日６２墨厚障第２６６号 

昭和６３年１１月１日６３墨厚障第４９８号 

平成元年８月１９日１墨厚障第３８３号 

平成２年１２月１０日２墨厚障第３４８号 

平成４年５月２７日４墨厚障第１―２号 

平成４年１０月７日４墨厚障第３４１号 

平成６年３月３１日５墨厚障第１０３７号 

平成６年１２月２７日６墨厚障第６３６号 

平成８年１２月１９日８墨厚障第６２７号 

平成１１年３月２５日１０墨厚障第１０１９号 

平成１２年３月３１日１１墨厚障第１０４８号 

平成１２年１０月３日１２墨福障第５７５号 

平成１４年３月１日１３墨福障第１０２２号 

平成１５年６月２０日１５墨福障第１４６号 

平成１５年６月３０日１４墨福障第１４６号 

平成１７年６月３日１７墨福障第３１０号 

平成１８年９月２９日１８墨福障第８３０号 

平成２０年４月１日２０墨福障第１６４０号 

平成２１年３月３１日２０墨福障第１７８５号 

平成２２年２月１１日２１墨福障第２１９０号 

平成２５年４月１日２４墨福障第２３５号 

平成２６年３月３１日２５墨福障第２２２８号 

平成２８年３月２日２７墨福障第２０８８号 

平成２９年３月１日２８墨福障第２０３７号 
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重度心身障害者（児）日常生活用具及び設備改善費給付等実施要領（昭和５５年５

月３０日５５墨祉発第２５７号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要領は、墨田区重度障害者（児）日常生活用具給付等要綱（昭和６１年

１２月８日６１墨厚障第４２９号。以下「要綱」という。）に基づく、日常生活用

具（点字図書を除く。以下「用具」という。）の給付等の事務の実施に必要な細目

を定めるものとする。 

（対象者から除外される者） 

第２条 次の各号のいずれかに該当する者は、要綱第３条に規定する給付等の対象者

から除外するものとする。 

（１） 現に障害者支援施設、児童福祉施設、救護施設又は老人ホーム等（通所施

設を除く。）に入所中の者及び入院中の者（ストーマ用装具又は埋込型用人工鼻

の給付対象者を除く。）。ただし、用具の給付等により退所（退院）可能となる

者又は短期間の入院中の者は、この限りでない。ただし、頭部保護帽については

第６条第９号の規定により取り扱うものとする。 

（２） 自己の所有に係る家屋以外に居住する者であって、その家屋の所有者又は

管理者から用具の給付等につき承諾を得られないもの 

（３） 要綱別表の種目欄に掲げる用具を現に所有している者 

（給付等の申請） 

第３条 用具の給付等を希望する者は、日常生活用具給付・貸与申請書（様式第１号）

を区長に提出するものとする。 

２ 住宅設備小規模改修を希望する者にあっては、前項の申請書のほか、次の各号に

掲げる書類を提出するものとする。 

（１） 自己の所有する家屋に居住する者 工事計画書及び見積書 

（２） 自己の所有でない家屋に居住する者 工事計画書、見積書、家屋所有者又

は管理者の承諾書及び家屋に係る賃貸契約書の写し 

３ 申請書の提出窓口は、身体障害者（児）及び知的障害者（児）にあっては福祉保
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健部障害者福祉課とし、精神障害者及び難病患者等にあっては保健衛生担当向島保

健センター及び本所保健センターとする。 

（用具の給付等） 

第４条 区長は、当該申請者の経済状況、身体状況、家庭環境、住宅環境等を実地に

調査し、用具の給付等を行うかどうか決定しなければならない。 

２ 区長は、１８歳未満の者に対する用具の給付等の決定に際しては、必要に応じて

児童相談所長の意見を聴かなければならない。また、難病患者等に対する用具の給

付等の決定に際しては、必要に応じて向島保健センター長又は本所保健センター長

の意見を聴かなければならない。 

３ 第１項の規定による用具の給付等の決定に当たっては、当該申請者が介護保険の

被保険者で、当該申請に係る用具等の種目が特殊寝台、特殊マット、体位変換器、

移動支援用具、移動用リフト、特殊尿器、入浴補助用具、便器、簡易浴槽又は住宅

設備小規模改修の場合は、原則として介護保険による給付の適用となるため、給付

等は行わないものとする。ただし、当該種目について介護保険による給付が受けら

れない場合にあっては、この限りでない。 

４ 区長は、用具の給付等を行うことを決定したときは、日常生活用具給付券（様式

第２号）及び日常生活用具給付・貸与決定通知書（様式第３号）を当該申請者に、

日常生活用具給付委託通知書（様式第４号）を当該委託業者にそれぞれ交付するも

のとする。また、申請を却下することに決定したときは、却下決定通知書（様式第

５号）を当該申請者に交付するものとする。 

５ 区長は、用具の給付等を行うことを決定したときは、給付等対象者に対して本制

度の趣旨、給付等の条件等を十分説明するとともに、給付等後もその適正な使用及

び管理が図られるよう家庭訪問等により指導の万全を期さなければならない。 

６ 用具の給付等は、申請者１人につき１種目当たり１回とする。ただし、世帯内で

共有することができる種目で、同一世帯内に同一種目の支給等を要する対象者がい

る場合は、１世帯につき１種目当たり１回とする。 

７ 区長は、用具の貸与をする場合には、当該用具を利用する重度身体障害者又はこ
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れを扶養する者との間に、使用貸借契約書（様式第６号）により用具の貸借に関し、

契約を締結するものとする。 

８ 貸与された用具の返還は、当該貸与対象者の居住地において行う。 

９ 給付対象者又はその扶養義務者は、委託業者に日常生活用具給付券を提出すると

ともに、支払うこととされた額を用具の給付前に当該委託業者に支払わなければな

らない。 

１０ ストーマ用装具、埋込型用人工鼻及び紙おむつ等の給付は、一度に最大４か月

分を一括給付することができるものとする。 

（再給付等） 

第４条の２ 第２条第３号の規定にかかわらず、給付を受けた用具のうち、次のいず

れかに該当するときについては、用具等の再給付をすることができる。 

（１） ストーマ用装具、埋込型用人工鼻及び紙おむつ等の既給付決定期間を終了

したとき。 

（２） 要綱別表１において耐用年数の定めがある用具のうち、次のいずれかに該

当するとき。 

ア 耐用年数経過後であって、修理不能により用具の使用が困難となったとき、

修理による用具の性能回復及び耐久性能と比較し、再給付が合理的かつ効果的

と認められるとき、又は用具の性能等の改善に伴い再給付により用具の使用効

果の向上が見込まれるとき。 

イ 耐用年数経過前であって、修理不能により用具の使用が困難となったとき。 

（３） 転居又は障害状況の重度化により、住宅設備小規模改修が必要と認められ

るとき。 

（費用の支払） 

第５条 給付対象者又はその扶養義務者が支払わなければならない費用については、

次の各号によるものとする。 

（１） 次に掲げる者については、それぞれに定める額を負担する。 

ア イに掲げる者以外の者は、種目の基準額を限度とする用具費用の１０パーセ
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ント（１円未満切捨て）とし、月額負担上限額は３７，２００円とする。なお、

前条第１０項の規定により複数月分を一括給付するときの負担額は、１か月の

基準額１０パーセント（１円未満切捨て）とし、複数月分を乗じた額とする。 

イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成

１８年政令第１０号）第４３条の３第１項第２号に掲げる者は、負担額はない

ものとする。 

（２） 給付対象者のうち、同一月内に墨田区重度身体障害者（児）住宅設備改善

費助成実施要綱（昭和６１年１２月８日６１墨厚障第４３７号）による給付を受

け、同要綱の規定に基づき費用の一部を負担したものにあっては、前号により算

定した額から既に負担した額を控除した額 

（３） 要綱別表で定める基準額を超えるものについては、その超過した額 

（給付等の種目の内容等） 

第６条 給付等の用具の性能等については、要綱別表に定めるほか次のとおりとする。 

（１） 浴槽（湯沸器を含む。）については、実用水量１５０リットル以上のもの

であれば和、洋式を問わないが、重度の身体障害者の使用に便利であるものを選

定する。 

（２） 上記種目の湯沸器については、要綱別表に定める性能を満たし、かつ安全

性について配慮されたものであること。原則として給付は浴槽と同時に行うが、

区長が必要と認める場合には浴槽及び湯沸器を個々の種目として給付できるもの

とする。ただし、この使用目的以外に湯沸器単独の給付は行わないこと。 

（３） 前２号の条件を満たす場合には、浴槽と湯沸器が一体となっている簡易な

風呂であっても、要綱別表の用具の浴槽（湯沸器を含む。）として給付する。 

（４） 火災警報器の給付に当たっては、音響装置（警報ブザー）を室外にも設置

する。 

（５） 自動消火装置は、原則として火災警報器と一体として給付する。 

（６） 透析液加温器の給付に当たっては、自己連続携行式腹膜灌流患者であるこ

との医師の証明書を徴さなければならない。 
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（７） 聴覚障害者用通信装置の給付は、携帯用ファクス、ファクス及びテレビ電

話とする。 

（８） 頭部保護帽の給付にあたっては、「給付される本人しか使用できない用具」

として入院中、施設入所中においても対象とする。なお、頭部保護帽の給付はレ

ディメードを基本とし、オーダーメードの場合は、医師等の意見書を必要とする。 

（９） 情報・通信支援用具のソフト及び周辺機器とは、ジョイスティック、大型

キーボード及び脚用マウス等の各種入力機器、画面読み上げソフト、画面拡大ソ

フト、音声入力ソフト、障害者用ワープロソフト、ホームページ関連ソフト、点

字入力・点訳支援ソフト、音声辞書ソフト、データ管理ソフト、インターネット

用音声英訳ソフト及び音声時刻表検索ソフト等をいう。 

（１０） 種目欄の「小規模住宅改修」の対象となる住宅改修の範囲は、次に掲げ

る改修を伴う手すり等の用具の購入費及び改修工事費とする。 

ア 手すりの取付け 

イ 段差の解消 

ウ 滑り防止及び移動の円滑化のための床又は通路面の材料の変更 

エ 引き戸等への扉の取替え 

オ 洋式便器等への便器の取替え 

カ その他アからオまでの住宅改修に付帯して必要となる住宅改修 

２ 前項第１号、第２号、第７号及び第１０号に掲げるもののうち、性能を満たす用

具であっても、当該用具に属さない機能を併せ持ち、主たる機能が当該用具に属す

るものではないと認められる場合は、対象外とする。 

（費用の請求） 

第７条 用具を納付した委託業者が費用を請求する場合には、当該用具に係る日常生

活用具給付券を添付して、区長に請求するものとする。 

（業者の選定） 

第８条 委託業者の選定に当たっては、低廉な価格で良質かつ適切な供給が確保でき

るよう経営規模、地理的条件、アフターサービスの可能性等を十分勘案しなければ
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ならない。 

（給付等用具の管理） 

第９条 用具の給付等を受けた者及びその扶養義務者は、当該用具を最善の注意をも

って維持、管理しなければならない。 

２ 用具の貸与を受けた者が、身体障害者更生援護施設等へ入所するとき又はその他

の事情により当該用具を必要としなくなったときは、区長に返還するものとする。 

３ 用具の貸与を受けた者又はその扶養義務者は、当該用具を破損し、又は滅失した

ときは、直ちに区長にその状況を報告し、その指示に従うものとする。 

４ 区長は、用具の給付等を受けた者又はその扶養義務者が第１項の注意を怠って、

用具を破損し、又は滅失した場合には再給付又は再貸与を留保することができる。 

（給付等台帳の整備） 

第１０条 区長は、用具の給付等の状況を明確にするため日常生活用具給付・貸与台

帳（様式第７号）を整備しておくものとする。 

（事業報告） 

第１１条 区長は、都知事に対し、当該年度における給付等状況を取りまとめて、こ

の事業による当該年度の補助金実績報告の際に報告しなければならない。 

付 則 

この要領は、昭和６１年４月１日から適用する。 

付 則 

この要領は、平成２９年４月１日から適用する。 
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様式 省略 

 



 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令 

（平成十八年一月二十五日） 

（政令第十号） 

（指定障害福祉サービス等に係る負担上限月額） 

第十七条 法第二十九条第三項第二号に規定する当該支給決定障害者等の家計の負担

能力その他の事情をしん酌して政令で定める額（第四十三条の五第三項及び第五項

において「負担上限月額」という。）は、次の各号に掲げる支給決定障害者等の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一～三 （略） 

四 支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者（支給決

定障害者等（法第十九条第一項の規定により同項に規定する支給決定を受けた障

害者に限り、指定障害者支援施設等に入所する者（二十歳未満の者に限る。）及

び療養介護に係る支給決定を受けた者（二十歳未満の者に限る。）を除く。以下

「特定支給決定障害者」という。）にあっては、その配偶者に限る。）が指定障

害福祉サービス等のあった月の属する年度（指定障害福祉サービス等のあった月

が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町

村民税（同法第三百二十八条の規定によって課する所得割を除く。以下この号、

第十九条第二号ニ、第三十五条第三号、第四十二条の四第一項第二号及び第四十

三条の三第二号において同じ。）を課されない者（市町村の条例で定めるところ

により当該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期

日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である場合における当該

支給決定障害者等又は支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯

に属する者が指定障害福祉サービス等のあった月において被保護者（生活保護法

（昭和二十五年法律第百四十四号）第六条第一項に規定する被保護者をいう。以

下同じ。）若しくは要保護者（同条第二項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）

である者であって厚生労働省令で定めるものに該当する場合における当該支給決

定障害者等 零 



 

第十八条～第四十三条の二（略） 

 

（補装具費に係る負担上限月額） 

第四十三条の三 法第七十六条第二項に規定する当該補装具費支給対象障害者等の家

計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額は、次の各号に掲げる補装

具費支給対象障害者等（同条第一項に規定する補装具費支給対象障害者等をいう。

以下この条及び第四十三条の五第一項第二号において同じ。）の区分に応じ、当該

各号に定める額とする。 

一 次号に掲げる者以外の者 三万七千二百円 

二 市町村民税世帯非課税者（補装具費支給対象障害者等及び当該補装具費支給対

象障害者等と同一の世帯に属する者（補装具費支給対象障害者等（法第七十六条

第一項の申請に係る障害者に限る。）にあっては、その配偶者に限る。）が補装

具の購入又は修理のあった月の属する年度（補装具の購入又は修理のあった月が

四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村

民税を課されない者（市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除

された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住

所を有しない者を除く。）である場合における当該補装具費支給対象障害者等を

いう。）又は補装具費支給対象障害者等及び当該補装具費支給対象障害者等と同

一の世帯に属する者が補装具の購入若しくは修理のあった月において被保護者若

しくは要保護者である者であって厚生労働省令で定めるものに該当する場合にお

ける当該補装具費支給対象障害者等 零 



平成八年政令第十八号 
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律施行令  
 

（支援給付に係るその他の法令の適用） 
第二十二条 支援給付が行われる場合における次の各号に規定する法令の規定の適用につ

いては、当該各号に定めるところによる。 
一～二十一 （略） 
二十二 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成十

八年政令第十号）第十七条、第十九条、第三十五条及び第四十三条の三の規定の適用

については、支援給付を必要とする状態にある者を要保護者と、支援給付を受けてい

る者を被保護者とみなす。 
二十三～二十六 （略） 



 

（平成六年四月六日） 

（法律第三十号） 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律 

 

（支援給付の実施） 

第十四条 この法律による支援給付（以下「支援給付」という。）は、特定中国残留

邦人等であって、その者の属する世帯の収入の額（その者に支給される老齢基礎年

金その他に係る厚生労働省令で定める額を除く。）がその者（当該世帯にその者の

特定配偶者、その者以外の特定中国残留邦人等その他厚生労働省令で定める者があ

るときは、これらの者を含む。）について生活保護法（昭和二十五年法律第百四十

四号）第八条第一項の基準により算出した額に比して不足するものに対して、その

不足する範囲内において行うものとする。 

２ 支援給付の種類は、次のとおりとする。 

一 生活支援給付 

二 住宅支援給付 

三 医療支援給付 

四 介護支援給付 

五 その他政令で定める給付 

３ 支援給付を受けている特定中国残留邦人等であって、その者の属する世帯にその

者の特定配偶者があるものが死亡した場合において、当該特定中国残留邦人等の死

亡後も当該特定配偶者の属する世帯の収入の額（厚生労働省令で定める額を除く。）

が当該特定配偶者（当該世帯に厚生労働省令で定める者があるときは、その者を含

む。）について生活保護法第八条第一項の基準により算出した額に比して継続して

不足するときは、当該世帯に他の特定中国残留邦人等がある場合を除き、当該特定

配偶者に対して、厚生労働省令で定めるところにより、支援給付を行うものとする。

ただし、当該特定配偶者が当該死亡後に婚姻したとき（婚姻の届出をしていないが、



 

事実上婚姻関係と同様の事情にある者となったときを含む。）は、この限りでない。 

４ この法律に特別の定めがある場合のほか、支援給付については、生活保護法の規

定の例による。 

５ 支援給付の実施に当たっては、特定中国残留邦人等及び特定配偶者の置かれてい

る事情に鑑み、特定中国残留邦人等及び特定配偶者が日常生活又は社会生活を円滑

に営むことができるようにするために必要な配慮をして、懇切丁寧に行うものとす

る。 

６ 支援給付については、政令で定めるところにより、支援給付を生活保護法による

保護とみなして、国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）その他政令で

定める法令の規定を適用する。 

７ 前項に定めるもののほか、支援給付に関する事項に係る他の法令の規定の適用に

関し必要な事項は、政令で定める。 

８ 前各項に定めるもののほか、支援給付の実施に関し必要な事項は、厚生労働省令

で定める。 



児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号） 
 
 
第二節 定義 
第七条 この法律で、児童福祉施設とは、助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、

幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童養護施設、障害児入所施設、児童発達支

援センター、児童心理治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援センターとする。 
 
２ この法律で、障害児入所支援とは、障害児入所施設に入所し、又は指定発達支援医療

機関に入院する障害児に対して行われる保護、日常生活の指導及び知識技能の付与並びに

障害児入所施設に入所し、又は指定発達支援医療機関に入院する障害児のうち知的障害の

ある児童、肢体不自由のある児童又は重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複してい

る児童（以下「重症心身障害児」という。）に対し行われる治療をいう。 


